「経済財政改革の基本方針2008」に対する自治労見解

政府は「経済財政改革の基本方針2008」（以下：骨太方針2008）を6月2７日閣議決定した。その柱は、①包括的な成長戦略で日本経済の姿をつくる、②地球環境と両立する経済の姿をつくる、③生活の根底を支えるセーフティーネットを点検し直し、すき間のない社会保障制度をつくる、④政策の受け手の立場に立った生活者・消費者が主役の政府をつくることを4つの課題とし、豊かで安心できる国民生活を実現する経済財政改革の道筋を示すとしている。しかし、高齢化と人口減少、労働者や消費者への配慮に触れつつも今日の社会的貧困と格差の拡大について具体的な対策には言及していない。

自治労は「骨太方針2006」以降の流れを変え、国民生活を破壊してきた歳出削減と規制改革政策の撤回を求めてきた。しかし、毎年2200億円の社会保障費削減をはじめとした「歳出・歳入一体改革」は、「骨太方針2006」以降の歳出削減を堅持し、公共サービスを解体し、地域の疲弊や格差拡大を招いた政府・与党の反省は全くみられず、国民の期待を裏切る内容となっている。

社会保障費においては、医師不足対応・長寿医療制度の一部見直し、介護・福祉人材の処遇改善等を掲げ、歳出削減で財源捻出するとしているが、具体的な内容は示されておらず、一方で保育サービスの規制改革、公立病院改革等に言及しており、このままでは、国民皆年金制度をはじめとするセーフティーネットとしての社会保障システムは崩壊の危機に瀕することとなる。

地方財政は、必要な一般財源の確保と地域間財政力格差に対応するため交付税配分の重点化の記載があるが、歳出圧縮を堅持したままでは、地方再生の実効性は乏しい。　　

地方分権改革は、権限移譲に見合う税財源の移譲、国の義務付け・関与の廃止・縮小を求めなければならない。また、道州制を推進するとの記載があるが、導入ありきの結論でなく、現行制度のもとでの権限・財源の移譲を優先すべきである。

税制改革は、税体系の抜本改革、社会保障と税の一体改革を唱えているが、具体的道筋は示されておらず、所得再分配機能を低下させてきた所得税や資産課税等の基本的見直しを行い、適正な負担を求めることによる税収確保が基本である。

「骨太方針2008」を受けた予算編成作業は7月末の概算要求基準、年末の予算編成作業に移されるが、このまま推移すれば国民生活や地域の疲弊は一層深刻化しかねない。引き続き、自治労は生活重視を基本とする財政政策への転換を求め、本部・県本部・単組が一体となり、連合・協力政党・地方六団体等と連携し、予算要求行動、対府省、国会対策を全力で進める。
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